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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら 
2008 年 11月 

【平成２０年１１月５日（水)～平成２０年１２月２日(火)】 

統計調査報告
◇景気動向指数～９月速報～ １１月６日（木）内閣府発表

・９月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は０．１ポイント上昇の１００．８で、３ヶ

月後方移動平均は０．５３ポイント下降し２ヶ月連続の下降、７カ月後方移動平均は０．５８ポイン

ト下降し７ヶ月連続の下降となった。一致指数の基調判断は、４ヶ月連続で「景気動向指数（ＣＩ一

致指数）は、悪化を示している。」となった。なお、先行指数は８９．２で０．２ポイントの上昇、遅

行指数は９９．５で１．０ポイントの下降となっている。

◇平成１９年就業形態の多様化に関する総合実態調査 １１月７日（金）厚生労働省発表 

・ 就業形態別に労働者の割合をみると、正社員が６２．２％（平成１９年９月１日現在）（前回平成１

５年９月１日現在６５．４％）、正社員以外の労働者が３７．８％（前回３４．６％）。正社員以外

の労働者では、パートタイム労働者が２２．５％（前回２３．０％）、派遣労働者が４．７％（前回

２．０％）などとなっている。

・ 正社員以外の労働者について労働者の割合を産業別にみると、パートタイム労働者では飲食店、宿泊

業（５５．６％）、卸売・小売業（３６．９％）で、派遣労働者では情報通信業（９．９％）、製造

業（９．８％）、金融・保険業（９．５％）で、契約社員では教育、学習支援業（９．６％）、情報

通信業（５．０％）で、それぞれ他の産業に比べて割合が高い。

・ 正社員以外の労働者の活用理由（複数回答３つまで）としては、「賃金の節約のため」（４０．８％）、

「１日、週の中の仕事の繁閑に対応するため」（３１．８％）、「即戦力・能力のある人材を確保す

るため」（２５．９％）を挙げる事業所が多い。

・ 正社員・出向社員以外の労働者について、現在の就業形態を選んだ理由（複数回答３つまで）をみる

と、「自分の都合のよい時間に働けるから」が４２．０％と最も多く、次いで「家計の補助、学費等

を得たいから」３４．８％、「家庭の事情（家事・育児・介護等）や他の活動（趣味・学習等）と両

立しやすいから」２５．３％の順となっている。また、「正社員として働ける会社がなかったから」

と答えた者の割合をみると、全体では１８．９％だが、就業形態別では派遣労働者で３７．３％、契

約社員で３１．５％となっている。

◇国民経済計算～７―９月期・１次速報～   １１月１７日（月）内閣府発表

・ 実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は

－０．１％（年率－０．４％）。

・ 実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）

が０．１％、財貨・サービスの純輸出（外需）

が－０．２％となった。

◇平成２０年賃金構造基本統計調査（初任給）  11 月２０日（木）厚生労働省発表 

・平成２０年３月卒の新規学卒者の初任給（男女計）は大卒で１９８，７００円（前年比１．５％増）、高

卒は１５７，７００円（１．３％増）。
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・性別では、男が大卒２０１，３００円（１．３％増）、高卒１６０，０００円（０．８％増）、女が大

卒１９４，６００円（１．７％増）、高卒１５４，３００円（２．３％増）。

◇鉱工業生産指数～１０月速報～  １１月２８日（金）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比３．１％の低下となった。製造工業生産予測調査によると、１１

月、１２月とも低下の予測となり、「総じてみれば、生産は低下傾向で推移している」との判断とな

った。

◇消費者物価指数～１０月～    １１月２８日（金）総務省発表 

・ 消費者物価指数（平成１７年＝１００）は１０２．６となり、前年同月比で１．７％の上昇、生鮮食

品を除く総合指数は１０２．４となり、前年同月比で１．９％の上昇と、それぞれ１３ヶ月連続の上

昇となった。

・ １１月の東京都区部は１０１．４となり、前年同月比で１．１％の上昇、生鮮食品を除く総合指数は

１０１．４となり、前年同月比で１．１％の上昇となった。

◇家計調査～１０月～    １１月２８日（金）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質０．４％の増加となった。

◇労働力調査～１０月～ １１月２８日（金）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～１０月～ １１月２８日（金）厚生労働省発表 

・ 平成２０年９月の完全失業率（季調値）は３．７％

と、前月に比べ０．３ポイントの低下。男性は３．

９％と、前月に比べ０．２ポイントの低下。女性

は３．５％と、前月に比べ０．４ポイントの低下。

・ 平成２０年１０月の完全失業者数は２５５万人

と、前年同月差１６万人の減少で、７ヶ月ぶりの

減少。

・ 平成２０年１０月の雇用者数（季調値）は、５，

５２６万人と、前月差９万人の増加。

・ 平成２０年１０月の有効求人倍率（季調値）は０．

８０倍で、前月を０．０４ポイント下回った。

◇平成２０年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（９月末現在）   11 月２８日（金）厚生労働省発表 

・高校新卒者の就職内定率は５１．０％で、前年同期を１．３ポイント上回った。

・高校新卒者の求人倍率は１．５２倍となり、前年同期を０．０５ポイント下回った。

・中学新卒者の求人倍率は０．５５倍となり、前年同期を０．０４ポイント上回った。

◇毎月勤労統計調査～１０月速報～  １２月１日（月）厚生労働省発表 

・ 平成２０年１０月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．１％減、きまって支給する給与

（規模５人以上）は前年同月比０．１％減となった。

また、前年同月比で所定内給与は０．２％増、所定外給与は３．１％減となった。

なお、実質賃金（総額）は前年同月比２．２％減と７ヶ月連続の減少となった。

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）の平成２０年１０月（季調値）は前月比２．８％減。

研究会報告等
◇月例経済報告～１１月～                                       １１月２１日（金）内閣府発表
景気は、弱まっている。さらに、世界経済が一段と減速するなかで、下押し圧力が急速に高まっている。

（前月：弱まっている。）

・ 輸出は、減少している。生産は、減少している。（前月：緩やかに減少している。）

・ 企業収益は、減少している。設備投資は、弱含んでいる。（前月とかわらず）

・ 雇用情勢は、悪化しつつある。（前月とかわらず）

・ 個人消費は、おおむね横ばいとなっているが、足下で弱い動きもみられる。（前月とかわらず）
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◇月例労働経済報告～１１月～ １２月２日（火）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、悪化しつつある。（前月とかわらず）

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載されております。 

なお、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しております。 

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 
[次号予定１２月２６日（金）]  独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部 
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